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【大阪スト2次事件控訴審】

控訴棄却の不当判決（2/21 大阪高裁）

●重罰判決の正当化に腐心
２月 21 日、大阪ストライキ２次事件控訴審

の判決が出された（大阪高裁第４刑事部宮崎

英一裁判長）。

「本件各控訴をいずれも棄却する」が判決

主文。西山執行委員と柳元副委員長に対する

懲役２年６月、執行猶予５年という一審判決

が見直されることはなかった。

控訴審判決の特徴は、労働法の不勉強ぶり

を手厳しく批判された一審判決を修正するふ

りをしつつ、重罰ありきの一審判決を正当化

するために腐心したことにある。

●産別運動の無知・無理解
一審判決はたしかにひどかった。宇部三菱大阪港ＳＳの専属輸送業者である植田組などに「関

生支部の組合員は存在しない」、だから、「関生支部との関係で争議行為の対象となる使用者と

はいえないことに照らせば、組合員らの行為が正当行為としてその違法性が阻却される余地がな
、、、、

い」として、関生支部の行動が産業別労働組合の団体行動であることを無視して、あたかも無関
、

係な第三者に対して関生支部が押しかけて業務妨害を企てた行為であるかのようにとらえるもの

だったからだ。企業内労働組合の活動を念頭において産業別労働組合の団体行動を敵視したもの

と言ってもいい。労働法学者やベテランの労働弁護士から、「産業別労働運動の無知・無理解」

「労働組合の団体行動としての正当性判断が欠落している」などとする厳しい批判が集まった。

●産別運動に理解を示すふりしながら
控訴審判決はこうした批判を意識して、「労働組合が労働条件の改善を目的として行う団体行

動である限りは、直接労使関係に立つ者の間の団体交渉に関係する行為でなくとも、憲法 28 条

の保障の対象に含まれるというべきである。」と修正して、産別運動に理解を示すポーズをとっ

てみせた。

しかし、「そこには自ずと限界があるべきであって、そのような団体行動を受ける者の有する

権利・利益を不当に侵害することは許されないと解するのが相当であるから、これを行う主体、

目的、態様等の諸般の事情を考慮して、社会通念上相当と認められる行為に限り、その正当性が

肯定され、違法性が阻却されうる」。

ところが、関生支部の行動は「輸送運賃を上げることによって、関生支部組合員を含む生コン

業界で働く労働者の労働条件を改善しようとする目的があったことは認められるものの」と、こ

こでも産別運動としての目的に理解を示すふりをしつつ、しかし、「関生支部組合員らの行為は、

到底平穏なものとはいえ」ず、「非組合員や同人らの属する企業の権利・利益を侵害することは

もとより、非組合員に対する説得活動等としては大きく限度を超えている（次ページに続く）
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といわざるをえない。」と断じた。さらに、植田組関係者が事前に周到に準備し、「関生支部組

合員らの行動に対抗措置を講じたりすることは、企業活動をする者としていわば当然のことであ

って、そのような植田組関係者の行動を踏まえてみたとしても、関生支部組合員らの活動は、社

会通念上相当と認められる限度を超えているといわざるを得ず、違法性が阻却されるものではな

い。」

ひとことで言えば、産別組合の団体行動だとはいっても、キミたちは限度を超えてやり過ぎな

んだよ、ということだ。

●「自作自演の業務妨害」
だが、この事実認定と判断には強い疑問を抱かざるをえない。

このニュースの読者の方々はご記憶のことだろうから思い返してほしい。

そもそも大阪港ＳＳ事件の場合、セメントメーカー宇部三菱と植田組は、関生支部の説得活動

を威力業務妨害事件に仕立て上げる方策を事前に打ち合わせていた。これを判決は「企業活動を

する者として当然のこと」と言っているのだが、その行為の実態は当然のことだったのか。

2017 年 12 月 12 日当日、両社の管理職は、隣接する関西宇部（宇部興産の子会社）の社員ま

で動員して大阪港ＳＳ入門口に勢揃いした。そして、バラセメント車輌がやってくると、「車輌

が通行します」などと書かれた数本のプラカードを持ち、バラセメント車の前に自分たちが立ち

はだかって進行を妨げたうえで、「業務妨害はやめてください」などと連呼しつつ、ビラを渡し

たり話しかけようとする組合員を寄せ付けなかった。

検察は、この様子を撮影した監視カメラや数台のビデ

オの動画を証拠として提出し、公判で動画を再生して業

務妨害だと言い張った。

しかし、弁護団は会社側証人に対する反対尋問で、車

輌の前に立ちはだかっていたのは組合員ではなく会社側

の管理職５～ 10 人だったこと、また、当日はセメント

の注文がほとんどなかったことなどを認めさせていた。

（2019年 5月 28日付「ニュース No7」。また、ジャーナ

リストの北健一さん「警察のストーリーを検証する」ｐ 50

～ 55、連帯ユニオン編『労働組合やめろって警察に言

われたんだけどそれってどうなの？』所収）

●自作自演も当然のことなのか？
ところが、それにもかかわらず、一審判決は「輸送業務を強烈に阻害」と認定したのだった。

おそらく事実関係を詳細には検討せぬままなされた杜撰な認定というほかない。

「おそらく」というのは、動画が再生されたり、反対尋問がなされたのは、西山さんらが「指

示役」とされた今回の２次事件の公判ではなく、現場で行動した七牟礼副委員長ら「現場組」の

１次事件の公判でのことだったからで、２次事件の一審裁判官たちがこの１次事件の動画や弁護

団の反対尋問までていねいに検討したかどうかには疑問があるからだ。

ところが、控訴審判決は、一審判決のこの「強烈に阻害」という事実認定と判断をあくまで正

当化することに腐心したからなのだろう。植田組らの行為は「企業活動をする者として当然のこ

と」との詭弁を弄して、自作自演の業務妨害劇だったことにはあえて目をつぶり、関生支部の行

動は「説得活動等としては大きく限度を超えてい」たと決めつけたのである。

●中央大阪生コンの関生支部排除も正当化
中央大阪生コン事件の場合もおなじだ。同社は、ストライキを奇貨として、関生支部組合員を

排除するために、近酸運輸との専属輸送契約を打ち切って工場からミキサー車を退去させた。こ

れは立派な組合つぶしの不当労働行為だ。これに抗議する関生支部の行動は、それこそ「当然の

こと」というほかないはずだ。

ところが判決は、ここでもまた一審判決同様に、「中央大阪生コンは「使用者」に該当せず、
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「使用者でもなく、争議行為の対象ではない、単なる取引先企業に対する就労要求や抗議活動に

すぎないところ」という形式論によって中央大阪生コンの不当な意図と行為の責任を免罪する一

方で、「関生支部組合員の行為は到底平穏とはいえ」ず、「社会通念上相当と認められる限度を

超えているといわざるを得ず、違法性が阻却されるものではない」としたのである。

●上告して争う
量刑の不当性についてはあらためて言うまでもない。判決には産業別労働運動とストライキに

対する裁判所の敵意さえ垣間見えると言ったらいいすぎだろうか。

これはすべての労働組合の団結権保障にかかわるたたかい。

不当判決を覆すため、最高裁に上告して争う方針だ。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

大阪スト２次事件判決報告集会
控訴審判決について以下のとおり報告集会を開きます。

日時 ２月 24日（木）18：00受付、18：30開会～ 20：00終了

会場 東京・連合会館２０３号会議室

内容 ①主な経過報告 小谷野毅（全日建書記長）

②判決報告 太田健義弁護士（関西生コン弁護団）

③国賠訴訟報告 小川隆太郎弁護士（国賠訴訟弁護団）

YouTubeでも配信します。

「2.24「関西生コン事件」大阪ストライキ２次事件控訴審判決・報告集会」

下記アドレスから視聴できます。

https://youtu.be/Ihx7FGu7dJM


